大分県公共事業総合支援システムの再構築
に係る情報提供依頼書（RFI）

令和7年7月
大分県土木建築部公共工事入札管理室
第１項　情報提供依頼の背景と目的
大分県では、公共事業の進捗管理等を支援するシステム（大分県公共事業総合支援システム（以下、「現行システム」という。））の再構築を検討しています。次期システムでは、現行システムの20年以上にわたる運用経験と、その間も急速に進歩を続けてきたIT技術の状況を踏まえて、公共事業に関する業務の効率化・高度化を、より低コストで実現したいと考えています。
今回の情報提供依頼は、上記の目標をより高い水準で達成するため、次期システムで想定している機能の実現可能性やそれに要する費用、次期システムの開発・運用に活用できるIT技術等を把握することを目的として、貴社が保有するツール・技術・実績等を踏まえた提案や資料等を御提供いただくものです。
第２項　情報提供依頼に係る関係資料
情報提供依頼にあたって、以下の資料および様式を提供します。
なお、資料には現行システム構築事業者からの提供情報が含まれるため、第５項に示すとおり、事前にRFI参加表明書兼秘密保持誓約書の提出をお願いします。

（１）資料
· 説明資料　次期システムに関する想定事項
· 参考資料　現行システムの機能・画面・帳票一覧
（２）様式
· RFI参加表明書兼秘密保持誓約書
· 回答用紙
第３項　次期システムに関する想定事項
　　次期システムに関する本県の想定は下記のとおりです。
（１）次期システムの概要
公共事業に関する以下の業務を対象とし、効率的かつ正確な事務執行を支援するため、それぞれの情報を有機的に連携させるとともに、一元的に共有管理する機能を有することを想定しています。
なお、現行システムにある災害管理サブシステムについては、将来、国が開発するシステムを利用することを前提に、次期システムでは開発対象としていません。
　　ア．工事管理業務
　　　　公共事業（農林水産省・国土交通省が所管する国庫補助事業及び公営電気・工業用水道事業を含めた地方単独事業）における案件単位の入札契約業務と、それを基礎データとした事業全体の予算管理業務です。
主な機能として、予算執行に係る情報をデータベースとして蓄積・管理し、執行状況の集計や帳票等の作成を行うことを想定しています。また、電子入札システム（外部システム）と、案件情報・入札結果情報を連携することを想定しています。
　　イ．業者管理業務
　　　　入札契約業務における業者選定や技術者確認などの事務に利用する業者情報の管理業務です。
主な機能として、入札参加資格情報や技術者情報をデータベースとして蓄積・管理し、指名停止履歴や入札契約実績などを工事管理システムに提供することを想定しています。
　　ウ．用地管理業務
　　　　公共事業における用地取得業務です。
主な機能として、用地補償契約に係る情報をデータベースとして蓄積・管理し、執行状況の集計や帳票等の作成を行うことを想定しています。また、予算執行に係る情報を工事管理システムに提供することを想定しています。
　　エ．施設管理業務
　　　　道路法及び河川法に基づく占用許可等の業務です。
主な機能として、申請及び許可の情報をデータベースとして蓄積・管理し、許可物件の情報検索や帳票等の作成を行うことを想定しています。
（２）次期システムが目指す業務変革
　　　現行システムの運用経験や周辺業務の変化を踏まえて、次期システムの導入により、以下のような業務変革を目指したいと考えています。
　　　なお、これらはユーザーからの要望事項を整理・列挙したものであり、予算的・技術的な制約を考慮したものではありません。実現する内容は、今回のRFIでいただいた情報を基に今後検討します。
ア．工事管理業務
　　　１）箇所付けから精算までの予算執行管理の一元化
　　　　　現行システムは、契約・支払や工期に関する計画や見込みを入力する機能が十分ではありません。このため職員は各自のエクセル台帳を二重で管理し、執行計画表や繰越・精算調書などの予算管理帳票を作成しています。
次期システムでは、計画データの入力機能を充実させ、事業進捗に合わせて実績データで置き換えるとともに、適宜計画データを追加・修正していくことで、各職員が管理するエクセル台帳に頼らず、システム内で予算執行管理（執行計画とその進捗管理、繰越・精算調書の作成など）を完結できるようにしたいと考えています。
　　　２）システムデータの正確性確保
　　　　　現行システムのデータ作成方法は、コード入力を主とし、案件ごとに一から入力することを基本としています。このため操作に不慣れな職員はコード選択画面を使って入力せざるを得ず、入力に時間を要するだけでなく、入力ミスも多く発生しています。
また、データを修正する場合は、完了した事務処理を取り消して、修正が必要な事務処理まで遡り、修正後にそれ以降の事務処理を再入力する必要があります。データの修正は、入力ミスだけでなく、予算執行の過不足等が判明した場合に必要となることもあります。
次期システムでは、データの入力・修正や集計・照合に関する機能を充実させ、システム内のデータの正確性を確保できるようにしたいと考えています。
　　　３）システムデータの利活用
　　　　　現行システムには、予算執行に関する実績データが大量に存在しているにもかかわらず、任意のデータ項目を取り出すことができません。このため、非定型の各種調査業務においては、システム内にデータがあることが分かっていても、執行課所に問い合わせることが常態化しています。

また、帳票様式の追加・修正にはSE作業を必要としています。このため、制度改正があった場合、速やかに対応することが困難な状況です。
　　　　　次期システムでは、EUC機能を充実させ、システムデータを非定型の調査・分析等に利活用できるようにしたいと考えています。
　　　４）データ検索の効率化
　　　　　現行システムでは、事業・案件データを探す方法はコード検索しかありません。このため、操作・照会したいデータを探すには設計書や事業台帳からコードを調べるか、該当しそうなコードを手当たり次第に入力して内容を確認するほかありません。
　　　　　次期システムでは、検索機能を充実させ、必要とする事業情報や案件情報を迅速に探しあてられるようにしたいと考えています。

　　　５）災害復旧事業に関するデータ連携
　　　　　現行システムの災害管理サブシステムには、査定決定情報を工事管理サブシステムの箇所付けに取り込ませ、工事管理サブシステムの契約情報等を工事実施情報に取り込む機能があります。災害管理サブシステムは、将来的に国のシステムに代替されることになりますが、年間数百件になることもある被災箇所の情報を、手入力するのには非常な労力を要するため、国にはCSVデータによる一括出力・一括入力を要望しています。
　　　　　次期システムでは、国のシステムが査定決定情報の一括出力と工事実施情報の一括入力に対応できることを前提として、国のシステムと査定決定情報・工事実施情報のCSVデータ連携ができるようにしたいと考えています。

　　　６）財務会計システムの入力支援・将来的な連携
　　　　　現在の財務会計システムには、歳出（支出負担行為及び支出命令）について他システムからデータを取り込む機能がないため、設計書を見ながら手作業で入力しています。このため、職員は転記ミスをしないよう非常な集中と緊張を強いられています。
　　　　　次期システムでは、システムデータを用いることで入力すべき項目が容易に把握できるようにしたいと考えています。また、将来的に財務会計システムが改修され、歳出に関する他システムとの連携機能が実装された場合には、工事管理サブシステムから自動連携できるようにしたいとも考えています。

イ．業者管理業務
　１）別システムデータの利活用
現行システムには、入札参加資格者の格付情報を取り込んで名簿を作成する機能がありますが、令和8年度に別途開発を検討しているシステムに名簿作成機能を移す予定です。
次期システムでは、入札参加資格者の名簿データ（CSVデータを想定）を取り込み、指名停止履歴や入札契約実績などの情報を紐づけたいと考えています。また、技術者情報は、現行システムと同様に、CE財団の発注者支援データを活用したいと考えています。
ウ．用地管理業務
　１）箇所付けから精算までの予算執行管理の一元化
　　　工事管理業務と同様に、次期システムでは、各職員が管理するエクセル台帳に頼らず、システム内で予算執行管理（執行計画とその進捗管理、繰越・精算調書の作成など）を完結できるようにしたいと考えています。
　　　用地管理業務に固有の課題として、現行システムでは、工事と用地とでデータの構成や作成手順が異なっているため、担当職員間の情報共有が難しいことが挙げられます。また、土地開発公社に委託した案件について、予算上は県と公社の契約を管理する一方、資産上は公社と地権者の契約を管理しなくてはならないことも課題です。
　２）システムデータの正確性確保
　　　工事管理業務と同様に、次期システムでは、データの入力・修正や集計・照合に関する機能を充実させ、システム内のデータの正確性を確保できるようにしたいと考えています。
　３）システムデータの利活用
　　　工事管理業務と同様に、次期システムでは、EUC機能を充実させ、システムデータを非定型の調査・分析等に利活用できるようにしたいと考えています。
　　　用地管理業務に固有の課題として、所轄税務署に提出する支払調書について、一定枚数以上となる場合は電子データによる提出を求められていることが挙げられます。
　４）データ検索の効率化
　　　工事管理業務と同様に、次期システムでは、検索機能を充実させ、必要とする事業情報や案件情報を迅速に探しあてられるようにしたいと考えています。
　　エ．施設管理業務
　　　１）システムデータの正確性確保
　　　　　工事管理業務と同様に、次期システムでは、データの入力・修正や集計・照合に関する機能を充実させ、システム内のデータの正確性を確保できるようにしたいと考えています。
　　　２）システムデータの利活用
　　　　　工事管理業務と同様に、次期システムでは、EUC機能を充実させ、システムデータを非定型の調査・分析等に利活用できるようにしたいと考えています。
　　　３）データ検索の効率化
　　　　　工事管理業務と同様に、次期システムでは、検索機能を充実させ、必要とする占用物件情報を迅速に探しあてられるようにしたいと考えています。
　　　４）対象とする法令の追加①
　　　　　現行システムは、道路法及び河川法に基づく占用許可等の業務のみを対象としていますが、同じ組織で他の法令に基づく施設管理業務も行っています。このため、システムで管理するものとエクセル台帳で管理するものが混在することとなり、業務の習熟に困難を生じています。
次期システムでは、道路法及び河川法に基づく占用許可と業務フローが似ている、海岸法（海岸占用）及び砂防法（砂防設備使用許可）に係る業務も対象にしたいと考えています。
　　　５）対象とする法令の追加②
　　　　　道路法及び河川法に基づく占用許可等を担当する組織の中には、屋外広告物法（屋外広告物許可）に係る業務を行っているところもあります。
前者の占用許可では許可後に占用料を徴収し、後者の屋外広告物許可では申請時に手数料を徴収するなど、業務フローは大きく異なりますが、次期システムでは、屋外広告物法（屋外広告物許可）に係る業務も対象にできるとよいと考えています。

　　　６）電子申請への対応
　　　　　本県では電子申請への取組を進めていますが、現在利用している汎用申請システムには、データの自動連携機能や前回履歴を利用する機能が備わっていません。このため、申請システムで提出されたものを印刷して収受し、現行システムに手作業で入力する必要があり、かえって作業の効率低下やミスの原因となっています。また、申請者には、占用許可後の着手届・完了届などの手続きに申請時のデータを利用できないなど、一連の手続きが分かりにくく、不便な状況となっています。
　　　　　次期システムでは、業務を迅速かつ正確に処理できるだけでなく、申請者にも必要な手続きや処理状況が分かりやすい電子申請にしたいと考えています。
　　　７）財務会計システムとの連携
　　　　　現行システムには、財務会計システムに調定情報を取り込ませるためのファイル生成機能がありますが、自動連携には対応していません。また、納入通知書を交付した後の入金の状況は、職員が財務会計システムを参照して確認し、手作業で消込を行っています。このため、歳入管理の業務に膨大な時間を取られるだけでなく、督促漏れ・徴収漏れの原因にもなっています。
　　　　　次期システムでは、財務会計システムとの連携機能を強化し、調定情報の入力、入金情報の照会が自動でできるようにしたいと考えています。

　　　８）添付書類の管理
　　　　　現行システムには、許可物件台帳を作成するためのデータが保存されていますが、申請書及び添付書類は簿冊に綴じて書庫に保管しています。このため、工事担当者や申請者から、許可物件の詳細な情報の問合せがあった時は、膨大な書類の中から探し出す必要があります。
　　　　　次期システムでは、申請書の添付書類も電子化し、占用物件と紐づけて管理できるようにしたいと考えています。
　　　９）占用位置の管理
　　　　　現行システムには、複数箇所をまとめて申請があった場合、その位置情報は代表箇所のみを登録しています。このため、工事の障害となる埋設物件などを確認しようとすれば、書庫に保存された申請書原本を参照するほかなく、調査漏れによる占用物件の損傷事故も発生しています。
　　　　　次期システムでは、占用物件の詳細な位置情報を容易に把握できるようにしたいと考えています。

（３）次期システムの構成等
ア．システムの構成及び利用形態
現行システムは、工事管理・業者管理・用地管理・施設管理・災害管理を各サブシステムとする総合システムです。次期システムは、このうち工事管理・業者管理・用地管理・施設管理の各業務を対象としたものとなりますが、サブシステム間のデータ連携等を考慮して、分割開発することも検討します。国の交付金・起債制度を活用する可能性も考慮してご提案ください。

なお、システムの利用形態は、クラウドを想定しています。
イ．システムの開発手法
次期システムの開発手法は、パッケージ開発に限定しません。費用と機能のバランス、投入可能なSEリソース、長期的な運用を見据えた安定性・拡張性などを総合的に考慮してご提案ください。
（４）次期システムの開発スケジュール
　　　次期システムの提案依頼（RFP）は、令和8年（2026年）3月以降5月ごろまでに公募することを想定していますが、今回のRFIでいただいた情報を基に再度検討します。
次期システムの運用開始期限は、現行システムのソフトウェアリース期限である令和10年（2028年）2月29日までを想定しています。ただし、現行システムのサーバOS（Windows Server 2019）のサポートが終了する令和11年（2029年）1月9日までは延長可能です。今回のRFIでいただいた情報を基に再度検討します。
第４項　情報提供の内容
第３項を参考に、貴社で本システムを構築する場合に想定される下記の事項について、第２項（２）の回答用紙により情報提供をお願いします。また、参考となる資料があれば適宜ご提供ください。
（１）提案システムの概要
　　ア．導入イメージ
　　　１）システム構成（全体構成、サブシステム･ハードウェア･ネットワーク等）
　　　２）システム機能（基本機能、セキュリティ機能、その他特徴的な機能等）
　　　３）システム環境（サーバ環境、クライアント環境等）
　　　４）運用保守体制（ヘルプ･サポートの内容、協力会社等）

　　イ．利用パッケージ・ツール
　　　　次期システムの開発に既製のパッケージソフトやツール等を利用する場合は、その概要を情報提供してください。
　　ウ．導入実績
　　　　類似システムの導入実績があれば、対象サブシステム、開発費用、運用費用等について情報提供してください。複数の導入実績がある場合は、本県の想定により近いものを選んでください。
（２）基本機能への対応
サブシステムごとの基本機能について、提案されたシステムでの対応の可否と、開発費と運用保守費の概算額、費用算出の前提条件（想定するシステム構成、データ移行、運用要件等）について情報提供してください。
サブシステム単位で対応が困難な場合は、当該サブシステムについて回答は不要です。下記「（３）追加要望への対応」についても同様です。
なお、第２項により参考資料として提供する「現行システムの機能・画面・帳票一覧」はあくまで参考資料であり、次期システムの要件ではありません。提案されたシステムに業務を適合させることも検討します。
回答用紙に示すサブシステムの単位や、その機能・事務メニューも現行システムを参考に整理したものであり、このとおりの構成・機能を求めているものではありません。

（３）追加要望への対応

追加要望のあった内容について、提案されたシステムでの対応の可否を情報提供してください。新規開発・カスタマイズによる対応が必要なものについては、追加で必要となる開発費と運用保守費の概算額、費用算出の前提条件（想定するシステム構成、データ移行、運用要件等）についても回答してください。
なお、対応が困難な項目については、回答は不要です。
（４）工期条件及び比較検討技術等
今回のRFIでは、システム開発・運用保守に係るSE人材の不足や急速なIT技術の進歩を踏まえ、貴社では対応可能な開発期間を条件として設定し、複数の開発手法・利用ツールを比較検討されるものと考えています。
そこで、最終的に提案されたシステムについて、その条件とした開発着手・運用開始時期を回答してください。その期間でなくては開発できない理由があれば、合わせて回答してください。

また、最終的に提案に至らなかったものの、比較検討した開発手法・利用ツールの中で、コスト縮減、業務改善効果、システムの安定性、業務変化への追随、開発期間短縮等の観点から優れていると考えられるものがあれば、その長所と最終的に提案に至らなかった理由を回答してください。
その他、次期システム開発についての提案・意見がございましたら、自由にご回答ください。
第５項　参加表明及び回答について
（１）参加表明の方法

第８項の業務受託者あて、令和7年7月28日（月）までに、RFI参加表明書兼秘密保持誓約書を電子メールで提出してください。
（２）回答提出の方法
第８項の業務受託者あて、令和7年9月5日（金）までに、電子メールで提出してください。このとき、電子メールの件名は「大分県公共事業総合支援システムの再構築に係る情報提供」として、提出書類を添付し、貴社名・御担当者・御連絡先を明記してください。なお、業務受託者が受信できるデータ容量は10MB未満となっています。これ以上のデータ容量になる場合は、業務受託者と提出方法を調整してください。
なお、貴社の状況により、上記の期限までに回答することが困難な場合は、業務受託者にお知らせください。
（３）意見交換およびデモンストレーション等

　貴社の提案についての理解を深めるため、デモンストレーションや意見交換等をお願いする場合があります。実施方法はWeb会議形式を基本とします。
　また、貴社の提案検討のため、回答提出より前に意見交換等を望まれる場合は、第８項の業務受託者にお知らせください。
第６項　質問及び質問に対する回答について
この情報提供依頼に係る質問があれば、令和7年8月7日（木）までに、電子メールにより、第８項の業務受託者に提出してください。質問書の様式は定めませんので、メール本文に直接記載する方法でも構いません。
質問に対する回答は、第５項（１）で参加表明をした全ての事業者様へ、電子メールにより送付します。なお、質問内容が貴社の固有技術や企業秘密等に関するものである場合は、貴社のみに回答をお返しするので、質問時にその旨を業務受託者にお知らせください。
第７項　その他

ア．この情報提供依頼は、次期システム構築のために広く情報を得るための手段であり、情報提供をいただいた事業者と将来の契約を前提としたものではありません。また、提案依頼（RFP）において、本RFIと同一の提案を求めるものでもありません。
イ．後日、システムの調達を実施する場合は、その参加要件として、大分県が発注する物品等の調達、売払い及び役務の提供に係る競争入札に参加する者に必要な資格（令和6年5月1日大分県告示第255号）等を求めることがあります。
ウ．情報提供いただいた事業者に対して、後日、本県又は業務受託者から、提供いただいた資料の内容等について追加説明や追加資料の提供、詳細見積等をお願いする場合があります。
エ．情報提供に要する一切の費用は、貴社の負担とします。
オ．御提供いただいた資料は、返却いたしません。
カ．御提供いただいた資料は、第１項の目的のために本県及び業務受託者内で利用します。貴社に断りなくその他の者へ開示することはありません。
第８項　連絡・問合せ・提出先
業務受託者：株式会社 建設技術研究所  東京本社 情報・電気通信部　笠井・三島
住　　　所：〒103-0007東京都中央区日本橋浜町3-3-2（トルナーレ日本橋浜町）
電話番号：03-3668-4648
電子メール：y-kasai@ctie.co.jp
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